
令和６年第１回南幌町議会定例会議事日程 

 

                            令和６年３月６日（水） 

                            午 前 ９ 時 ３ ０ 分 開 議 

日程番号 事 件 番 号 事 件 名 結 果 

   １ 

   ２ 

   ３ 

 

 

   ４ 

   ５ 

   ６ 

   ７ 

 

   ８ 

   ９ 

 

１０ 

 

１１ 

 

１２ 

 

１３ 

 

１４ 

 

１５ 

 

１６ 

 

１７ 

 

１８ 

 

 

 

 

 

 

 

議案第 ４号 

議案第 ５号 

 

議案第 ６号 

議案第 ７号 

 

議案第 ８号 

 

議案第 ９号 

 

議案第１０号 

 

議案第１１号 

 

議案第１２号 

 

議案第１３号 

 

議案第１４号 

 

議案第１５号 

 

議案第１６号 

会議録署名議員の指名 

会期の決定 

諸般報告 

１ 会務報告 

２ 町長一般行政報告 

令和６年度町政執行方針 

令和６年度教育行政執行方針 

令和５年度南幌町一般会計補正予算（第９号） 

令和５年度南幌町国民健康保険特別会計補正予算 

（第３号） 

令和５年度南幌町病院事業会計補正予算（第２号） 

令和５年度南幌町下水道事業特別会計補正予算 

（第３号） 

令和５年度南幌町農業集落排水事業特別会計補正 

予算（第１号） 

令和５年度南幌町介護保険特別会計補正予算 

（第４号） 

令和５年度南幌町後期高齢者医療特別会計補正予算 

（第１号） 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定 

について 

南幌町第１号会計年度任用職員の報酬及び費用弁償 

等に関する条例の一部を改正する条例制定について 

南幌町第２号会計年度任用職員の給与に関する条例 

の一部を改正する条例制定について 

南幌町高等学校等通学費補助に関する条例の一部を 

改正する条例制定について 

南幌町介護保険条例の一部を改正する条例制定につ 

いて 

令和６年度南幌町一般会計予算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



日程番号 事 件 番 号 事 件 名 結 果 

  １９ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

  ２４ 

  ２５ 

 

 

２６ 

 

 

２７ 

 

 

２８ 

 

 

 

２９ 

 

 

３０ 

 

 

 

３１ 

  ３２ 

３３ 

３４ 

 

 

 

議案第１７号

議案第１８号 

議案第１９号 

議案第２０号 

議案第２１号 

 

議案第２２号 

 

 

議案第２３号 

 

 

議案第２４号 

 

 

議案第２５号 

 

 

 

議案第２６号 

 

 

議案第２７号 

 

 

 

発議第 １号 

発議第 ２号 

発議第 ３号 

発議第 ４号 

令和６年度南幌町国民健康保険特別会計予算 

令和６年度南幌町病院事業会計予算 

令和６年度南幌町介護保険特別会計予算 

令和６年度南幌町後期高齢者医療特別会計予算 

令和６年度南幌町下水道事業会計予算 

一般質問 

南幌町行政手続における特定の個人を識別するため 

の番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利 

用に関する条例の一部を改正する条例制定について 

南幌町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業 

の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する 

条例制定について 

南幌町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の 

基準等に関する条例の一部を改正する条例制定につ 

いて 

南幌町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並 

びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効 

果的な支援の方法等に関する条例の一部を改正する 

条例制定について 

南幌町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備 

及び運営等に関する条例の一部を改正する条例制定 

について 

南幌町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人 

員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サ 

ービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法 

等に関する条例の一部を改正する条例制定について 

議員の派遣承認について 

議員の派遣承認について 

議員の派遣承認について 

総務常任委員会、産業経済常任委員会、議会運営委 

員会所管事務調査について 

 



諸般報告１ 

 

 

会   務   報   告 

 

 月  日     内      容 

 

 

２月１６日 道央廃棄物処理組合議会定例会が千歳市で開催され、関係議員 

出席した。 

   １８日 南幌町喜楽会創立６０周年記念式典に議長出席した。 

  ２１日 第２回議会臨時会を開催した。 

同 日 全員協議会を開催した。 

  同 日 南幌町議会まちづくり特別委員会を開催した。 

  ２２日 南空知葬斎組合議会定例会が由仁町で開催され、関係議員出席 

      した。 

  ２３日 議会報告懇談会を開催した。 

  ２６日 南空知消防組合議会定例会が栗山町で開催され、関係議員出席 

した。 

   同 日 南空知ふるさと市町村圏組合議会定例会が岩見沢市で開催され、 

議長出席した。 

   ２７日 石狩東部広域水道企業団議会定例会が恵庭市で開催され、議長 

出席した。 

   同 日 長幌上水道企業団議会定例会が本町で開催され、関係議員出席 

した。 

   ２８日 議会運営委員会を開催した。 

   同 日 南空知公衆衛生組合議会定例会が長沼町で開催され、関係議員 

出席した。 



議案第１１号 

 

 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

職員の給与に関する条例（昭和２７年南幌町条例第１号）の一部を改正する 

条例を次のように制定する。 

 

 

 

令和６年３月６日提出 

南幌町長 大 崎 貞 二 

 

 

記 

  



職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

職員の給与に関する条例（昭和２７年南幌町条例第１号）の一部を次のよう 

に改正する。 

 

 

別表第４中「病院等」を「病院」に改める。 

 

別表第６中「 

１級 定型的な業務を行う職務 

２級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 

３級 １ 主査の職務 

２ 主任の職務 

４級 特に困難な業務を処理する主査の職務 

５級 １ 本庁の会計管理者、課長、参事、室長及びセンター長並び 

に教育委員会の課長、参事、給食センター長及びスポーツセ 

ンター館長、議会事務局長及び農業委員会事務局長並びに町 

立病院事務長の職務 

２ 本庁の主幹並びに教育委員会の主幹及び農業委員会事務局 

の主幹並びに町立病院の主幹の職務 

」を「 

１級 １ 定型的な業務を行う職務 

２ 栄養管理業務を行う本庁の栄養士の職務 

２級 １ 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 

２ 相当困難な栄養管理業務を行う本庁の栄養士の職務 

３級 １ 係長、主査の職務 

２ 主任の職務 

４級 特に困難な業務を処理する係長、主査の職務 



５級 １ 本庁の会計管理者、課長、参事、室長及びセンター長並び 

に教育委員会の課長、参事、給食センター長及びスポーツセ 

ンター館長、議会事務局長及び農業委員会事務局長並びに町 

立病院事務長の職務 

２ 本庁の課長補佐、主幹並びに教育委員会の課長補佐、主幹 

及び農業委員会事務局の次長並びに町立病院の事務次長の職 

務 

」に改める。 

 

別表第８中「 

１級 １ 栄養管理業務を行う栄養士の職務 

２ 診療放射線技師の職務 

３ 臨床検査業務を行う臨床検査技師の職務 

４ 理学療法業務を行う理学療法士又は作業療法業務を行う作 

業療法士の職務 

２級 １ 調剤業務を行う薬剤師の職務 

２ 相当困難な栄養管理業務を行う栄養士の職務 

３ 相当困難な業務を行う診療放射線技師の職務 

４ 相当困難な臨床検査業務を行う臨床検査技師の職務 

５ 相当困難な理学療法業務を行う理学療法士又は相当困難な 

作業療法業務を行う作業療法士の職務 

３級 １ 調剤業務を行う薬局部門の主任の職務 

２ 栄養管理部門の主任の職務 

３ 放射線部門の主任の職務 

４ 臨床検査部門の主任の職務 

５ 理学療法部門又は作業療法部門の主任の職務 

６ 調剤業務を行う薬局部門の主任補佐の職務 

７ 困難な調剤業務を行う薬剤師の職務 

８ 困難な栄養管理業務を行う栄養士の職務 

９ 困難な放射線業務を行う診療放射線技師の職務 

１０ 困難な臨床検査業務を行う臨床検査技師の職務 

１１ 困難な理学療法業務を行う理学療法士又は作業療法業務 

を行う作業療法士の職務 



４級 １ 困難な調剤業務を行う薬局部門の主任の職務 

２ 困難な業務を行う栄養管理部門の主任の職務 

３ 困難な業務を行う放射線部門の主任の職務 

４ 困難な業務を行う臨床検査部門の主任の職務 

５ 困難な業務を行う理学療法部門又は作業療法部門の主任の 

職務 

６ 困難な臨床検査業務を行う臨床検査技師の職務 

５級 １ 相当困難な調剤業務を行う薬局部門の主任の職務 

２ 相当困難な業務を行う栄養管理部門の主任の職務 

３ 相当困難な業務を行う放射線部門の主任の職務 

４ 相当困難な業務を行う臨床検査部門の主任の職務 

５ 相当困難な業務を行う理学療法部門又は作業療法部門の主 

任の職務 

」を「 

１級 １ 栄養管理業務を行う町立病院の栄養士の職務 

２ 診療放射線技師の職務 

３ 臨床検査業務を行う臨床検査技師の職務 

４ 理学療法業務を行う理学療法士又は作業療法業務を行う作 

業療法士の職務 

２級 １ 調剤業務を行う薬剤師の職務 

２ 相当困難な栄養管理業務を行う町立病院の栄養士の職務 

３ 相当困難な業務を行う診療放射線技師の職務 

４ 相当困難な臨床検査業務を行う臨床検査技師の職務 

５ 相当困難な理学療法業務を行う理学療法士又は相当困難な 

作業療法業務を行う作業療法士の職務 

３級 １ 調剤業務を行う薬局の主任の職務 

２ 栄養科の主任の職務 

３ 放射線科の主任の職務 

４ 検査科の主任の職務 

５ リハビリテーション科の主任の職務 

６ 調剤業務を行う薬局の主任補佐の職務 

７ 困難な調剤業務を行う薬剤師の職務 

８ 困難な栄養管理業務を行う町立病院の栄養士の職務 



 ９ 困難な放射線業務を行う診療放射線技師の職務 

１０ 困難な臨床検査業務を行う臨床検査技師の職務 

１１ 困難な理学療法業務を行う理学療法士又は作業療法業務 

を行う作業療法士の職務 

４級 １ 困難な調剤業務を行う薬局の主任の職務 

２ 困難な業務を行う栄養科の主任の職務 

３ 困難な業務を行う放射線科の主任の職務 

４ 困難な業務を行う検査科の主任の職務 

５ 困難な業務を行うリハビリテーション科の主任の職務 

６ 困難な臨床検査業務を行う臨床検査技師の職務 

５級 １ 相当困難な調剤業務を行う薬局の主任の職務 

２ 相当困難な業務を行う栄養科の主任の職務 

３ 相当困難な業務を行う放射線科の主任の職務 

４ 相当困難な業務を行う検査科の主任の職務 

５ 相当困難な業務を行うリハビリテーション科の主任の職務 

」に改める。 

 

 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 係制の導入に伴う職務の名称変更及び給料表等級別基準を見直すため、本案 

を提案するものである。 



議案第１２号 

 

 

南幌町第１号会計年度任用職員の報酬及び費用弁償等に関する条例の 

一部を改正する条例制定について 

 

 

南幌町第１号会計年度任用職員の報酬及び費用弁償等に関する条例（令和元 

年南幌町条例第１６号）の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

 

令和６年３月６日提出 

南幌町長 大 崎 貞 二 

 

 

記 

  



南幌町第１号会計年度任用職員の報酬及び費用弁償等に関する条例の 

一部を改正する条例 

 

 

南幌町第１号会計年度任用職員の報酬及び費用弁償等に関する条例（令和元 

年南幌町条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

 

 

第１条中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加える。 

 

第４条第２項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。 

 

第１４条の次に次の１条を加える。 

（勤勉手当） 

第１４条の２ ６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞ 

れ在職する第１号会計年度任用職員に対して、それぞれ基準日の属する月の 

規則で定める日に勤勉手当を支給する。 

２ 勤勉手当の支給は、６か月以上の任用期間をもって任用された第１号会計 

年度任用職員、又は６か月未満の任用期間をもって任用され、１会計年度内 

で町長に再度任用されることによりその任用期間が合計６か月以上となる第 

１号会計年度任用職員とする。 

３ 勤勉手当の額は、報酬の月額（日額又は時間額によって報酬を支給する場 

合には、規則で定める方法により月額に換算した額）に規則で定める割合を 

乗じて得た額とする。この場合において、支給する勤勉手当の額は、勤勉手 

当の支給を受ける当該第１号会計年度任用職員の勤勉手当基礎額に１００分 

の４８．７５を乗じて得た額を超えてはならない。 

４ 勤勉手当の不支給及び一時差し止めは、職員の例による。 

５ 前３項に定めるもののほか、勤勉手当の支給に関し必要な事項は、規則で 

定める。 

 

第１６条及び第１７条中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に 

改める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 



１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

２ 職員の育児休業に関する条例（平成４年南幌町条例第９号）の一部を次の 

ように改正する。 

第７条第２項中「会計年度任用職員を除く。」を「会計年度任用職員を含 

む。」に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号）の施行に伴い、 

第１号会計年度任用職員に勤勉手当を支給するため、本案を提案するものであ 

る。 



議案第１３号 

 

 

南幌町第２号会計年度任用職員の給与に関する条例の一部を改正する 

条例制定について 

 

 

南幌町第２号会計年度任用職員の給与に関する条例（令和元年南幌町条例第 

１７号）の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

 

令和６年３月６日提出 

南幌町長 大 崎 貞 二 

 

 

記 

  



南幌町第２号会計年度任用職員の給与に関する条例の一部を改正する 

条例 

 

 

南幌町第２号会計年度任用職員の給与に関する条例（令和元年南幌町条例第 

１７号）の一部を次のように改正する。 

 

 

第５条第１項中「及び期末手当」を「、期末手当及び勤勉手当」に改める。 

 

第１７条の次に次の１条を加える。 

（勤勉手当） 

第１７条の２ ６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞ 

れ在職する第２号会計年度任用職員に対して、それぞれ基準日の属する月の 

規則で定める日に勤勉手当を支給する。 

２ 勤勉手当の支給は、６か月以上の任用期間をもって任用された第２号会計 

年度任用職員、又は６か月未満の任用期間をもって任用され、１会計年度内 

で町長に再度任用されることによりその任用期間が合計６か月以上となる第 

２号会計年度任用職員とする。 

３ 勤勉手当の支給、不支給及び一時差し止めは、職員の例による。 

 

別表中「 

一般事 

務職 

行政職 

給料表 

（一） 

１級 
１ 定型的又は補助的な業務を行う職務 

２ 知識又は経験を必要とする業務を行う職務 

福祉専 

門職 

教育専 

門職 

」を「 

一般事 

務職 行政職 

給料表 

（一） 

１級 

１ 定型的又は補助的な業務を行う職務 

２ 知識又は経験を必要とする業務を行う職務 

３ 栄養管理業務を行う本庁の栄養士の職務 福祉専 

門職 



教育専 

門職 

」に、「栄養士」を「町立病院の栄養士」に改める。 

 

 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

地方自治法の一部を改正する法律（令和５年法律第１９号）の施行に伴い、 

第２号会計年度任用職員に勤勉手当を支給するとともに、給料表等級別基準を 

見直すため、本案を提案するものである。 



 

 

議案第１４号 

 

 

南幌町高等学校等通学費補助に関する条例の一部を改正する条例 

制定について 

 

 

南幌町高等学校等通学費補助に関する条例（平成２５年南幌町条例第６号） 

の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

 

令和６年３月６日提出 

南幌町長 大 崎 貞 二 

 

 

記 

  



 

 

南幌町高等学校等通学費補助に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

南幌町高等学校等通学費補助に関する条例（平成２５年南幌町条例第６号） 

の一部を次のように改正する。 

 

 

 第２条第２項中「南幌町町税等の滞納に対する行政サービス等の制限措置に 

関する条例（平成１８年南幌町条例第３０号）」を「南幌町町税等の滞納に対 

する行政サービス等の制限措置に関する条例（令和５年南幌町条例第２５号）」 

に改める。 

 

第３条第１項本文中「購入費」を「購入費等」に改め、同項中「２分の１」 

を「２分の１相当」に改め、同項ただし書を削る。 

 

 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 補助基準等を見直すため、本案を提案するものである。 



議案第１５号 

 

 

南幌町介護保険条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

南幌町介護保険条例（平成１２年南幌町条例第２１号）の一部を改正する条 

例を次のように制定する。 

 

 

 

令和６年３月６日提出 

南幌町長 大 崎 貞 二 

 

 

記 

  



南幌町介護保険条例の一部を改正する条例 

 

 

南幌町介護保険条例（平成１２年南幌町条例第２１号）の一部を次のように 

改正する。 

 

 

第２条第１項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年 

度」に改め、同項第１号中「３３，３００円」を「３０，３００円」に改め、 

同項第２号中「４９，９００円」を「４５，６００円」に改め、同項第３号中 

「４９，９００円」を「４５，９００円」に改め、同項に次の４号を加える。 

（１０） 令第３８号第１項第１０号に掲げる者 １２６，５００円 

（１１） 令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １３９，８００円 

（１２） 令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １５３，１００円 

（１３） 令第３８条第１項第１３号に掲げる者 １５９，８００円 

 

第２条第２項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年 

度」に、「１９，９００円」を「１８，９００円」に改め、同条第３項中「令 

和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８年度」に、「１９，９０ 

０円」を「１８，９００円」に、「３３，３００円」を「３２，３００円」に 

改め、同条第４項中「令和３年度から令和５年度」を「令和６年度から令和８ 

年度」に、「１９，９００円」を「１８，９００円」に、「４６，６００円」 

を「４５，６００円」に改める。 

 

第４条第３項中「又は第８号ロ」を「、第８号ロ、第９号ロ、第１０号ロ、 

第１１号ロ又は第１２号ロ」に、「令第３８条第１項第１号から第８号まで」 

を「令第３８条第１項第１号から第１２号まで」に改める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の南幌町介護保険条例第２条の規定は、令和６年度分の保険料から 

適用し、令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

介護保険法施行令の改正に伴い、本案を提案するものである。 



議案第２２号 

 

 

南幌町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等 

に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正す 

る条例制定について 

 

 

南幌町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

法律に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年南幌町条例第２１号） 

の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

 

令和６年３月６日提出 

南幌町長 大 崎 貞 二 

 

 

記 



南幌町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等 

に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正す 

る条例 

 

 

南幌町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

法律に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年南幌町条例第２１号） 

の一部を次のように改正する。 

 

 

題名中「南幌町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等 

に関する法律に基づく個人番号の利用」の次に「及び特定個人情報の提供」を 

加える。 

 

第１条中「個人番号の利用」の次に「及び法第１９条第１１号に基づく特定 

個人情報の提供」を加える。 

 

第２条中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号を第３号とし、 

同号の次に次の１号を加える。 

（４） 個人番号利用事務 法第２条第１０項に規定する個人番号利用事務 

をいう。 

 

第２条中第１号を第２号とし、同条に第１号として次の１号を加える。 

（１） 個人情報 法第２条第３項に規定する個人情報をいう。 

 

第２条に次の２号を加える。 

（７） 特定個人番号利用事務 法第１９条第８号に規定する特定個人番号 

利用事務をいう。 

（８） 利用特定個人情報 法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報 

をいう。 

 

第３条中「利用」の次に「及び特定個人情報の提供」を加える。 

 

第４条第１項中「次項の規定により同表の右欄に掲げる特定個人情報であっ 

て当該機関が保有するものを利用して」を削り、同項中「利用事務」を「事務」 

に改め、同項中「第３項の規定により法別表第２の第４欄に掲げる特定個人情 



報であって当該執行機関が保有するものを利用して」を削り、「同表の第２欄 

に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」に改め、同条第２項本文中「利用 

事務を」を「事務を」に改め、同条第３項中「法別表第２の第２欄に掲げる事 

務」を「特定個人番号利用事務」に、「、同表の第４欄に掲げる特定個人情報」 

を「利用特定個人情報」に改め、「執行」を削り、同項ただし書中「当該特定 

個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改め、同条第４項中「その他の」の 

次に「規程の」を加える。 

 

第５条第１項中「規定による特定個人情報の提供」を「条例で定める特定個 

人情報を提供することができる場合」に、「ことにより行うもの」を「とき」 

に改め、同条第２項中「、その他」を「その他」に改める。 

 

別表第１中「第４条」の次に「第１項」を加える。 

 

別表第２中「第４条」の次に「第１項及び第２項」を加え、同表機関の項中 

「利用」を削る。 

 

別表第３中「第５条」の次に「第１項」を加える。 

 

 

附 則 

この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に 

関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日から 

施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等 

の一部を改正する法律の施行に伴い、本案を提案するものである。 



議案第２３号 

  

  

南幌町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

基準を定める条例の一部を改正する条例制定について 

  

  

南幌町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定 

める条例（平成２６年南幌町条例第１７号）の一部を改正する条例を次のよう 

に制定する。 

 

 

 

令和６年３月６日提出 

南幌町長 大 崎 貞 二 

 

  

記 

  



南幌町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

基準を定める条例の一部を改正する条例 

  

  

南幌町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定 

める条例（平成２６年南幌町条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

 

 

第２３条の見出し中「掲示」を「掲示等」に改め、同条中「を掲示なければ 

ならない」を「を掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送 

信（公衆によって直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動 

的に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。）によ 

り公衆の閲覧に供しなければならない」に改める。 

 

第５３条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これら 

に準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電 

磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２３条の改正規定は、令和 

６年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準の改正に伴 

い、本案を提案するものである。 



議案第２４号 

 

 

南幌町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する 

条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

南幌町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例（平 

成３０年南幌町条例第７号）の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

 

令和６年３月６日提出 

南幌町長 大 崎 貞 二 

 

 

記 

  



南幌町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する 

条例の一部を改正する条例 

 

 

南幌町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例（平 

成３０年南幌町条例第７号）の一部を次のように改正する。 

 

 

第３条第４項中「地域包括支援センター」の次に「（以下「地域包括支援セ 

ンター」という。）」を加える。 

 

第５条第２項中「利用者の数が３５」を「利用者の数（当該指定居宅介護支 

援事業者が指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第１１５条の 

２３第３項の規定により地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支 

援事業者から委託を受けて、当該指定居宅介護支援事業所において指定介護予 

防支援（法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。以下この項及 

び第１６条第３０号において同じ。）を行う場合にあっては、当該事業所にお 

ける指定居宅介護支援の利用者の数に当該事業所における指定介護予防支援の 

利用者の数に３分の１を乗じた数を加えた数。次項において同じ。）が４４」 

に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国民 

健康保険中央会（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央会という 

名称で設立された法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居宅介護支援事 

業者及び指定居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算機と接続された居 

宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理システムを利用し、かつ、 

事務職員を配置している場合における第１項に規定する員数の基準は、利用 

者の数が４９又はその端数を増すごとに１とする。 

 

第６条第３項第２号中「同一敷地内にある」を削る。 

 

第７条第２項中「際し、あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」 

を加え、「、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅 

サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着 

型通所介護（以下この項において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付 

けられた居宅サービス計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支 

援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ご 



との回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス 

事業者によって提供されたものが占める割合」を削り、同条第８項を同条第９ 

項とし、同条第７項各号列記以外の部分中「第４項」を「第５項」に改め、同 

項第１号中「第４項各号」を「第５項各号」に改め、同項を同条第８項とし、 

同条第６項中「第４項第１号」を「第５項第１号」に改め、同項を同条第７項 

とし、同条第５項を同条第６項とし、同条第４項中「第６項」を「第７項」に 

改め、同項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ず 

る方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記 

録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識 

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理 

の用に供されるものをいう。第３６条第１項において同じ。）に係る記録媒体 

をいう。）」に改め、同項を同条第５項とし、同条中第３項を第４項とし、第 

２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あら 

かじめ、利用者又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護支援事業 

所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通所介護、 

福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪問介護等」 

という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合及 

び前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス 

計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービ 

ス事業者又は指定地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占め 

る割合につき説明を行い、理解を得るよう努めなければならない。 

 

第１６条第２号の次に次の２号を加える。 

（２）の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利 

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身 

体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」と 

いう。）を行ってはならない。 

（２）の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その 

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければ 

ならない。 

 

第１６条第１４号中「主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師」を「主治の 

医師等又は薬剤師」に改め、同条第１５号ア中「、利用者の居宅を訪問し」を 

削り、同号中イをウとし、アの次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行う 



こと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２ 

月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者 

の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置等を活用して、利 

用者に面接することができるものとする。 

（ア） テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書に 

より利用者の同意を得ていること。 

（イ） サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治 

の医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことがで 

きること。 

ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリング 

では把握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

 

第１６条第３０号中「基づき、」の次に「地域包括支援センターの設置者で 

ある」を加える。 

 

第２５条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事 

項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」 

に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載 

しなければならない。 

 

第３２条第２項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を 

同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同 

号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、 

同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

（３） 第１６条第２号の３の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ 

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 

 第３６条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認 

識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処 

理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

 

 

 



附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、この条例による 

改正後の南幌町指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する 

条例（以下「新条例」という。）第２５条第３項（新条例第３５条において 

準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定居宅介護支 

援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならな 

い。」とあるのは「削除」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の改正に伴 

い、本案を提案するものである。 



議案第２５号 

 

 

南幌町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護 

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関す 

る条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

南幌町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等 

に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関する条例（平成２６年南幌 

町条例第１１号）の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

 

 

令和６年３月６日提出 

南幌町長 大 崎 貞 二 

 

 

記 

  



南幌町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護 

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関す 

る条例の一部を改正する条例 

 

 

南幌町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等 

に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関する条例（平成２６年南幌 

町条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 

 

第４条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者で 

ある指定介護予防支援事業者」に改め、「（以下「指定介護予防支援事業所」 

という。）」を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に係 

る事業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な数の 

介護支援専門員を置かなければならない。 

 

第５条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所（以 

下「指定介護予防支援事業所」という。）」に改め、同条第２項中「前項に規 

定する」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事業者が 

前項の規定により置く」に改め、同条に次の２項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定に 

より置く管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第 

１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援専門員（以下この項 

において「主任介護支援専門員」という。）でなければならない。ただし、 

主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理由がある場 

合については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を第１項に 

規定する管理者とすることができる。 

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、 

次に掲げる場合は、この限りでない。 

（１） 管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門員の 

職務に従事する場合 

（２） 管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定介護 

予防支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

 

第６条第２項中「際し、あらかじめ」の次に「、利用者又はその家族に対し」 



を加え、同条第３項中「担当職員」の次に「（指定居宅介護支援事業者である 

指定介護予防支援事業者の場合にあっては介護支援専門員。以下この章及び次 

章において同じ。）」を加え、同条第４項第２号中「磁気ディスク、シー・デ 

ィー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておく 

ことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式 

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であっ 

て、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第３５条第１項に 

おいて同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

 

第１２条に次の２項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用料 

のほか、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問 

して指定介護予防支援を行う場合には、それに要した交通費の支払を利用者 

から受けることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規定す 

る費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はそ 

の家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の 

同意を得なければならない。 

 

第１３条中「前条」を「前条第１項」に改める。 

 

第１４条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者 

である指定介護予防支援事業者」に改め、同条第１号中「（平成１１年厚生省 

令第３６号）」を削り、同条第４号中「規定」の次に「（第３２条第２９号の 

規定を除く。）」を加える。 

 

第２３条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事 

項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、「同項」 

を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載 

しなければならない。 

 

第３０条第２項第２号エ中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項 

第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、 

同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号と 

し、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４ 



号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

（３） 第３２条第２号の３の規定による身体的拘束その他利用者の行動を 

 制限する行為（第３２条第２号の２及び第２号の３において「身体的拘 

束等」という。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに 

緊急やむを得ない理由の記録 

 

第３２条第２号の次に次の２号を加える。 

（２）の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利 

用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身 

体的拘束等を行ってはならない。 

（２）の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その 

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければ 

ならない。 

 

第３２条第１６号ア中「及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用者 

の状況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号ウ 

を同号オとし、同号イ中「月」の次に「（イただし書の規定によりテレビ電話 

装置等を活用して利用者に面接する月を除く。）」を加え、同号中イをエとし、 

アの次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行う 

こと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サービスの提 

供を開始する月の翌月から起算して３月ごとの期間（以下この号にお 

いて単に「期間」という。）について、少なくとも連続する２期間に 

１回、利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の居宅を訪問 

しない期間において、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接す 

ることができる。 

（ア） テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書に 

より利用者の同意を得ていること。 

（イ） サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治 

の医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことがで 

きること。 

ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把 

握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化が 



あったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

 

第３２条に次の１号を加える。 

（２９） 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第 

１１５条の３０の２第１項の規定により町長から情報の提供を求められ 

た場合には、その求めに応じなければならない。 

 

第３５条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認 

識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処 

理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、この条例による 

改正後の南幌町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予 

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法等に関する条例（以下 

「新条例」という。）第２３条第３項（新条例第３４条において準用する場 

合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定介護予防支援事業者は、 

原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とある 

のは「削除」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の改正に伴 

い、本案を提案するものである。 



議案第２６号 

 

 

南幌町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等に 

関する条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

南幌町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等に関する条例 

（平成２５年南幌町条例第１１号）の一部を改正する条例を次のように制定す 

る。 

 

 

 

令和６年３月６日提出 

南幌町長 大 崎 貞 二 

 

 

記 

  



南幌町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等に 

関する条例の一部を改正する条例 

 

 

南幌町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等に関する条例 

（平成２５年南幌町条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 

 

第３条の４ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 

第３条の６第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これ 

らに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「 

電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ 

ては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による 

情報処理の用に供されるものをいう。第６８条第１項において同じ。）に係る 

記録媒体をいう。）」に改める。 

 

第３条の２０中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次 

の２号を加える。 

（５） 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の 

利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、 

身体的拘束等を行ってはならない。 

（６） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の 

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければなら 

ない。 

 

第３条の３０第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重 

要事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要 

事項」に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイト 

に掲載しなければならない。 

 

第３条の３７の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する 

方策を検討するための委員会の設置） 

第３条の３７の２ 指定地域密着型通所介護事業者は、当該指定地域密着型通 



所介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産 

性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定地域密着型通所介護事業 

所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減 

に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ 

とができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

 

第３条の３８第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同 

項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７号とし、 

同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号と 

し、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５ 

号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項 

第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

（３） 第３条の２０第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ 

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 

第６条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 

第９条第２項中「サービスをいう。以下同じ。）若しくは」の次に「健康保 

険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定によ 

る改正前の法第４８条第１項第３号に規定する」を加える。 

 

第１０条第１項中「同一敷地内にある」を削る。 

 

第２５条中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２ 

号を加える。 

（５） 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他 

の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、 

身体的拘束等を行ってはならない。 

（６） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の 

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければなら 

ない。 

 

第４３条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第 

６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７号とし、同 

項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし、 

同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５号と 



し、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第４ 

号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

（３） 第２５条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際 

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 

第４３条の２中「第３条の３７まで」を「第３条の３７の２まで」に改める。 

 

第４６条第１項ただし書中「同一敷地内にある他の事業所若しくは」を「他 

の事業所、」に改める。 

 

第５７条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等に 

より」を削る。 

 

第６２条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５ 

項を加える。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機 

関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよ 

うに努めなければならない。 

（１） 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対 

応を行う体制を、常時確保していること。 

（２） 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあっ 

た場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機関 

との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力 

医療機関の名称等を、当該指定認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定 

を行った町長に届け出なければならない。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者 

に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に 

規定する第２種協定指定医療機関（以下「第２種協定指定医療機関」という。 

）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエンザ等感染 

症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症を 

いう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければなら 

ない。 

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第２種協定指定 

医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との間で、新 

興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 



６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の 

医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった 

場合においては、再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに 

入居させることができるように努めなければならない。 

 

第６６条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定に 

よる」に改める。 

 

第６８条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認 

識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処 

理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、この条例による 

改正後の南幌町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等に関 

する条例（以下「新条例」という。）第３条の３０第３項（新条例第４３条 

の２及び第６７条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、 

同項中「指定地域密着型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブ 

サイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する 

方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、新条例第３条の 

３７の２（新条例第４３条の２において準用する場合を含む。）の規定の適 

用については、これらの規定中「開催しなければ」とあるのは、「開催する 

よう努めなければ」とする。 

 

 

 

 

提案理由 

 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の改正に伴 

い、本案を提案するものである。 



議案第２７号 

 

 

南幌町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び 

運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた 

めの効果的な支援の方法等に関する条例の一部を改正する条例制 

定について 

 

 

南幌町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに 

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法 

等に関する条例（平成２５年南幌町条例第１２号）の一部を改正する条例を次 

のように制定する。 

 

 

 

令和６年３月６日提出 

南幌町長 大 崎 貞 二 

 

 

記 

  



南幌町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び 

運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のた 

めの効果的な支援の方法等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

南幌町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに 

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法 

等に関する条例（平成２５年南幌町条例第１２号）の一部を次のように改正す 

る。 

 

 

第６条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

 

第９条第２項中「指定介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正する 

法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなお 

その効力を有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の法第４８条 

第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設をいう。）」を「健康保険法 

等の一部を改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改 

正前の法第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設」に改める。 

 

第１０条第１項中「同一敷地内にある」を削る。 

 

第１１条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これら 

に準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電 

磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって 

は認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情 

報処理の用に供されるものをいう。第６８条第１項において同じ。）に係る記 

録媒体をいう。）」に改める。 

 

第３２条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要事 

項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する事項」を「重要事項」 

に、「同項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウ 

ェブサイトに掲載しなければならない。 

 

第３９条の次に次の１条を加える。 



（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する 

方策を検討するための委員会の設置） 

第３９条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、当該指定介護予 

防認知症対応型通所介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の 

向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定介護予 

防認知症対応型通所介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの 

質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ 

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しな 

ければならない。 

 

第４０条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項第 

６号中「前条第２項に規定する」を「第３９条第２項の規定による」に改め、 

同号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改 

め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」 

に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定によ 

る」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

（３） 第４２条第１１号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制 

限する行為（以下「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その際 

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

 

第４２条第１４号中「第１２号」を「第１４号」に改め、同号を同条第１６ 

号とし、同条中第１３号を第１５号とし、第１０号から第１２号までを２号ず 

つ繰り下げ、第９号の次に次の２号を加える。 

（１０） 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利 

用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない 

場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

（１１） 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際 

の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければな 

らない。 

 

第４５条第１項ただし書中「同一敷地内にある他の事業所若しくは」を「他 

の事業所、」に改める。 

 

第５２条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等に 

より」を削る。 

 



第５８条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の５ 

項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協 

力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を 

定めるように努めなければならない。 

（１） 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対 

応を行う体制を、常時確保していること。 

（２） 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求 

めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力 

医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するととも 

に、協力医療機関の名称等を、当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護 

事業者に係る指定を行った町長に届け出なければならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染 

症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第 

１７項に規定する第２種協定指定医療機関（次項において「第２種協定指定 

医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型イ 

ンフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に 

規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の対応を取り決 

めるように努めなければならない。 

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第２種 

協定指定医療機関である場合においては、当該第２種協定指定医療機関との 

間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関 

その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能 

となった場合においては、再び当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護 

事業所に速やかに入所させることができるように努めなければならない。 

 

第６２条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定に 

よる」に改める。 

 

第６３条中「第３６条から第３９条まで」を「第３６条から第３９条の２ま 

で」に改める。 

 

第６８条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認 

識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処 



理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間は、この条例による 

改正後の南幌町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営並びに 

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方 

法等に関する条例（以下「新条例」という。）第３２条第３項（新条例第６ 

３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指 

定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブ 

サイトに掲載しなければならない。」とあるのは「削除」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する 

方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

３ この条例の施行の日から令和９年３月３１日までの間は、新条例第３９条 

の２（新条例第６３条において準用する場合を含む。）の規定の適用につい 

ては、これらの規定中「開催しなければ」とあるのは、「開催するよう努め 

なければ」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の改正に伴 

い、本案を提案するものである。 



発議第１号 

 

 

議員の派遣承認について 

 

 

 次のことについて、議員の派遣承認が必要なので議会の承認を求める。 

 

 

記 

 

 

１ 目  的   南幌町議会懇談会出席のため 

 

２ 期  日   自：令和６年４月１日 

         至：令和７年３月３１日 

 

３ 場  所   南幌町 

 

４ 派遣人員   １１名 

 

５ 経  費   予算の範囲内 

 

 

 

                    令和６年３月６日提出 

                    南幌町議会議長 側 瀬 敏 彦 

  

 



発議第２号 

 

 

議員の派遣承認について 

 

 

 次のことについて、議員の派遣承認が必要なので議会の承認を求める。 

 

 

記 

 

 

１ 目  的   北海道町村議会議長会主催議員研修会出席のため 

 

２ 期  日   令和６年７月２日 

 

３ 場  所   札幌市 

 

４ 派遣人員   １１名 

 

５ 経  費   予算の範囲内 

 

 

 

                    令和６年３月６日提出 

                    南幌町議会議長 側 瀬 敏 彦 

 

  

 



発議第３号 

 

 

議員の派遣承認について 

 

 

 次のことについて、議員の派遣承認が必要なので議会の承認を求める。 

 

 

記 

 

 

１ 目  的   北海道町村議会議長会主催議会広報研修会出席のため 

 

２ 期  日   令和６年８月２０日 

 

３ 場  所   札幌市 

 

４ 派遣人員   ６名 

 

５ 経  費   予算の範囲内 

 

 

 

                    令和６年３月６日提出 

                    南幌町議会議長 側 瀬 敏 彦 

 

 

 

 

  

 



発議第４号 

 

 

   総務常任委員会、産業経済常任委員会、議会運営委員会所管事務 

調査について 

 

 

 このことについて、総務常任委員長、産業経済常任委員長、議会運営委員長

より別紙のとおり所管事務調査について通知があったので、議会の承認を求め

る。 

 

 

 

                    令和６年３月６日提出 

                    南幌町議会議長 側 瀬 敏 彦 

 

 

記 

 

 



 令和６年２月２８日 

 

 

 南幌町議会議長 側 瀬 敏 彦 様 

 

 

            総務常任委員長 熊 木 惠 子 

 

 

   所管事務調査について 

 

 

 本委員会は、下記により所管事務について調査することに決定したので会議

規則第７３条第１項の規定により通知します。 

 

 

記 

 

１ 調査事項   総務常任委員会所管に関する事項 

 

２ 調査期間   自：令和６年４月１日 

         至：令和６年６月３０日 

 

３ 経  費   予算の範囲内 

 

 

 

 

 

 

 



令和６年２月２８日 

 

 

 南幌町議会議長 側 瀬 敏 彦 様 

 

 

         産業経済常任委員長 石 川 康 弘 

 

 

   所管事務調査について 

 

 

 本委員会は、下記により所管事務について調査することに決定したので会議

規則第７３条第１項の規定により通知します。 

 

 

記 

 

１ 調査事項   産業経済常任委員会所管に関する事項 

 

２ 調査期間   自：令和６年４月１日 

         至：令和６年６月３０日 

 

３ 経  費   予算の範囲内 

 

 

 

 

 

 

 

 



  令和６年２月２８日 

 

 

 南幌町議会議長 側 瀬 敏 彦 様 

 

 

           議会運営委員長 佐 藤 妙 子 

 

 

   所管事務調査について 

 

 

 本委員会は、下記により所管事務について調査することに決定したので会議

規則第７３条第２項の規定により通知します。 

 

 

記 

 

１ 調査事項   議会運営委員会所管に関する事項 

 

２ 調査期間   自：令和６年４月１日 

         至：令和６年６月３０日 

 

３ 経  費   予算の範囲内 


